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D I A LO G U E  
社外取締役対談

変革の実行と次なる成長に向け、

山口真宏CEOに託した経営のバトン

　指名・報酬委員会での議論を経て、2026年4月に山口真宏が 

新たな社長CEOに就任し、「ISUZU Transformation - Growth to 

2030（IX）」の実行加速に向けた経営体制が構築されました。今回の

社長交代の意義といすゞの経営サクセッションのあり方、そしていすゞ

の次なる成長について、指名・報酬委員会委員長の柴田取締役を中心

に、委員を務める宮井取締役、阿部取締役の3名が語りました。

宮井 真千子
社外取締役
指名・報酬委員会委員

柴田 光義
社外取締役
指名・報酬委員会委員長

阿部 博友
社外取締役
監査等委員会委員長
指名・報酬委員会委員
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CEOの選任は取締役会の「最重要ミッション」

柴田　CEOの選任は、取締役会が担う最も重要なミッションの一つ

です。持続的成長、企業価値向上を実現するためには、誰がトップと

して舵取りを担うべきか。この判断は、会社にとって極めて重要です。

だからこそ、サクセッションは、現任者の在任期間や年齢だけを踏ま

えて検討するものではありません。今のいすゞにとって最適な経営体

制はどのようなものか、移行するのであればいつが最適なタイミング

なのか、そしてその体制を率いるべき人物は誰なのか。社外取締役が

過半で構成される指名・報酬委員会はこの点を継続的に議論してお

り、客観性と透明性を確保しながら、検討プロセスの中心的な役割を

果たしています。

　今回の山口さんの指名とサクセッションの実行は、こうした継続的

なプロセスの中で総合的に判断した結果です。成長を続け、規模も大

きくなってきた今のいすゞを率いるのは山口さんが最もふさわしい。

そして、IXの実行スピードを加速してほしい。指名・報酬委員会はそ

のように考え、取締役会が最終的に決定しました。

宮井　柴田さんがおっしゃるように、誰がCEOになるかで会社は大き

く変わると私も思います。これまでに複数の会社で社外取締役などの

立場で経営に携わってきましたが、今のいすゞを任せられるトップは

誰なのかについて、ここまで議論を尽くし、様々なプロセスを経たケー

スはないといえるほど、いすゞの取締役会はCEOサクセッションを重

要視しています。指名・報酬委員会での議論や候補者との面談など、

時間をかけて進めてきた今回のCEO選任は、プロセスを含めて透明

性と納得感のあるものだと思っています。

阿部　私は2025年の6月に就任し、最終局面で議論に加わったわけ

ですが、その際に、社内候補を中心に複数名が検討対象となっていて、

候補者層の厚さを実感しました。この人しかいない、という状況では

なく、豊富な社内の人財に加えて社外人財の可能性も視野に入れつ

つ、慎重かつ客観性を保ったプロセスであったと思います。また、指

名・報酬委員会がプロセスを主導する一方で、社内の人財プールなど

との連携も適切に行われ、客観性を保った議論が行われていた点も

印象的でした。

柴田　宮井さん、阿部さんもおっしゃるように、今回のサクセッション

プロセスは非常に良かったと思っています。ただ、やはり難しかったの

は、候補者の力量をいかに見極めるかという点でした。人間の能力や

可能性は見えない部分もある中で、次のトップをどのように選び抜い

ていくのか。外部アセスメントの活用や経歴の精査なども行いました

が、やはり話してみないとわからないところも多い。指名・報酬委員

会は候補者インタビューを繰り返し、本人の奥底にある考え方や意向

などを引き出しながら人物像への理解を深めていきました。

宮井　その後、ある程度候補者が絞られた段階では、「自分がCEOに

なったらいすゞをどういう会社にしていきたいか」というテーマで、指

名・報酬委員会でプレゼンテーションも行ってもらいました。私たち

からは厳しい質問も投げかけましたが、各候補者の個性と覚悟がよく

わかる瞬間でした。

いすゞのCEOに求める資質とは

柴田　選定の前提として、「いすゞのCEOに求める資質」を明文化して

いました。もちろん、この文章は理想を示したものであり、すべてを満

たす人はいません。そのため、いすゞの現状を踏まえて、重みづけをし

ていったわけですが、お二人はどのような点に注目されていましたか？
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宮井　私は取締役会でも「国際的な競争環境が厳しくなる中で、変革

のスピードを上げていかなければ勝ち抜いていけない」ということを

何度か課題提起してきましたので、IXの実現に向けてスピードを上げ

られる人が今のいすゞのトップにふさわしいという想いを強く持って

いました。また、いすゞという会社全体に目を向けると、社員一人ひと

りに個性があり、多様な人財が揃っていると強く感じています。厳しい

局面でも、それぞれが自分の持ち場で仕事をやり抜く力は非常に高

い。こうした一人ひとりの力を束ね、組織として大きな力を発揮させ

られるリーダーがふさわしいと考えていました。

阿部　私も宮井さんと同じ認識です。2030年に IXを実現するには、

現在の延長線上では難しいですし、安定志向ではこれからの国際競

争を勝ち抜けない。「運ぶ」を創造する新事業を中心に、イノベー

ションを生み出して会社を変えていく必要もある中で、多様な人財

の力をうまく引き出し、組織を束ねて引っ張っていく人物がトップに

就くことが、いすゞの現状と社風に照らして一番良いと認識していま

した。

柴田　いすゞ全体として、ものづくりに対する誇り、商用車事業に対す

る愛着や責任感を感じますし、厳しい時代を乗り越えてきているだけ

にやり抜く力は非常に強いと思います。一方で、新しいことにチャレン

ジしていく姿勢や、物事を構想していく力はまだまだ足りていない。「安

心×斬新」の「斬新」の部分は、さらに強化しなければならないので、

次のリーダーにはそういう点も期待していました。

宮井　そうですね。もっと新しいことにチャレンジする風土、失敗を

許容し、失敗から学ぶ文化が定着してくるといいですよね。そして、どん

どん社外の人と交流しながら視野を広げ、共創を進める会社にならな

ければと思います。

柴田　その意味では、前CEOの片山さんが日本自動車工業会の会長

を務め、いすゞ のメンバーが運営に携わったことも、会社にとっては大き

な意義があったと思います。業界全体の様々な情報に触れ、視野を広

げる機会を得たことで、日本の自動車業界やいすゞ の将来に対して危機

感を持つ社員が増えてきたことを感じます。チームの力を活かし、スピー

ド感を高めることができる人財がトップに就き、会社全体が次のステー

ジに入るのが今のタイミングであったというのは間違いないですね。

聞く力で対話し、周囲を活かす「山口真宏」

柴田　このような課題や現状を踏まえ、指名・報酬委員会は山口真宏

氏こそが今のいすゞの社長CEOにふさわしいという結論を下し、その

答申を踏まえて取締役会は新たな経営体制への移行を決定しました。

皆さんは一連のプロセスを通じて、また同じ取締役会メンバーとして、

山口さんをどのような人物だと捉えていますか？

阿部　「聞く力」に優れていますよね。話をよく聞くからこそ、相手の

良いところを引き出すことができる。これはやはり山口さんの人間性

によるものなのだと思います。候補者が絞られてきて山口さんの名前

が挙がってきたとき、定義した「CEOに求める資質」を踏まえて、非常

にフィット感のある候補だと感じました。

宮井　ご自身は「聞く側に回ることが多いので、目立たないことが多い」

とおっしゃっていましたが、聞く力、対話力をお持ちだからこそ多様な人

財を束ね、チームで動いていく際のリーダーになれるのだと思います。

柴田　そうですね。やはりしっかりと人の話を聞き、対話できるからこ

そ、周りから信頼されチームの要となる人物なのだと思います。「CEO

に求める資質」の中にも人間性や信頼性を盛り込んでいましたが、山

口さんはまさにその点で優れていると私は考えていました。もう一つ特
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筆すべきは視野の広さですね。難しい時代だからこそ、洞察力の高さは

トップに不可欠な資質だと思いますし、山口さんはそれを持っています。

宮井　普段は多くを語られるタイプではありませんが、話されると 

とてもビジョナリーな方です。ご自身の価値観をしっかり持ち、会社の

あるべき姿を深く考えている方だと感じています。こういった山口さん

のビジョンは、これからはもっと発信されると良いと思います。

柴田　あとは、トップとして会社を背負う覚悟と責任感が山口さんに

はありましたよね。指名・報酬委員会でプレゼンテーションをしても

らったときに一番覚悟が決まっていたのは山口さんだったと私は見て

いました。

阿部　そうですね。プレゼンテーションの場では、山口さんが社長

CEOとしての責任を深く認識されていることが伝わってきました。山

口さんは、社長CEOになることの重みを認識され、十分に検討された

上で引き受けられたのだと思います。私は、その過程に山口さんの強

い責任感を感じました。

宮井　私も責任感の強さを感じます。プレゼンテーションにおいて山

口さんは、必ずと言って良いほど「私は」と、主語を立てて話されまし

た。この人は何事も他責にしないのだろうとプレゼンを聞きながら思

いましたね。

柴田　経営者は、時に一人で決断を下さなければならない孤独な存

在ですが、忍耐力もある山口さんであれば、その点は心配していま

せん。山口さんには、これからは執行側のトップとして、周りを活か

すことに加え、時には「自分の背中についてこい」という強いリーダー

シップも発揮してほしいと思います。そうした両面を使い分けられる

ようになれば、さらに良いリーダーになれると思います。そして、取締

役会はこれからIXの実行速度と成果によって、今回の判断の正しさ

を検証しながら、執行側と議論を重ね、ともに企業価値を高めていき

ます。

阿部　一人ひとりがもっとチャレンジングな課題に向き合っていけれ

ば一層強い会社になれると思っていますし、いすゞはもっと社会に対

して価値を発揮できる可能性があると思います。山口さんにはそこを

引っ張っていってほしいという期待を持っていますし、取締役会もサ

ポートしていきます。

取締役会が果たすべき役割とは

柴田　いすゞが直面する課題と将来への危機感を踏まえて、新しい

トップを選び、体制も変更しましたが、これで取締役会の役割が終わっ

たわけではありません。取締役会自体もさらに進化していく必要があ

る中で、これから取締役会が果たすべき役割を、宮井さん、阿部さん

はどうお考えでしょうか？

宮井　取締役会は経営の「監督」を担うわけですが、私がいつも自問

自答するのは、執行サイドがリスクテイクできるような監督ができて

いるのだろうか、という点です。取締役会での議論を経て、結果として

執行サイドを強くできなければ、良い監督とは言えないと思うのです。

柴田　「監督」という言葉がイメージと違いますよね。スポーツの監督

のように、リアルタイムでの戦術指示や細部にわたる人財起用の判断

を行うことはできません。中長期の方向性決定やトップの選解任には

関与しますが、企業価値を実際に創造していくのは執行サイドだと思っ

ています。その執行サイドがいかに最大限の力を発揮できるようにす

るか、妥当性を適切に検証し、必要な後押しをすることが、取締役会

が果たすべき役割ではないでしょうか。

阿部　そうですね。熱い鉄を叩いて鋼にしていくような、判断の質を
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高めるプロセスが取締役会に期待される役割なのだと思います。今

回のコーポレートガバナンス・コードの改訂では、取締役会の機能強

化によるリスクテイク、成長投資の促進が目指されています。一方で、

成長投資自体は執行側でないと立案できません。取締役会としては

見落としがないか、別の可能性もあるのではないかという気づきをも

たらすことが重要であり、その両輪がうまく機能していくことが、これ

からの成長のカギになります。

宮井　日々の業務執行を担う社内取締役に比べ、社外取締役が得ら

れる情報には限りがあります。だからこそ、執行側との対話を重ねる

とともに、社外の異なる視点から、今いすゞが取り組もうとしているこ

とは社会の状況を踏まえた上で、正しいのか、見落としはないのかな

どをしっかりと議論することで、執行側の判断の質を高めることがで

きると考えます。立場の違いを生かして議論を重ねることが、いすゞの

企業価値向上につながると思います。

阿部　私もその点に独立社外取締役が取締役会に参加する意味があ

るのだと認識しています。独立性や公平性を維持することで、ステーク

ホルダー視点や社会的視点から経営に問いかけができるのです。多様

なステークホルダーや社会の視点から、いすゞ の取り組みがどのように

見えるのか、何が不足しているのかを率直に伝え、執行側の案を鍛え上

げていくプロセスこそが今の取締役会に期待される役割だと思います。

柴田　試合の作戦を立てるのは執行側の責任であり、その責任者とし

て私たちは山口さんを選びました。山口さん率いる執行チームが立案

する戦略が社会環境や世界情勢、各取締役の専門性やスキルに照らし

て正しいかを検証し、しっかりと磨き上げていくことで、株主の皆さんに

もたらす価値を最大化する。これが、私たち取締役会がすべきことです。

社外取締役が考えるいすゞの未来と課題

宮井　私は社外取締役に就任して2年が経ちました。私は、いすゞは

まだまだ「眠れる獅子」だと思っています。商用車メーカーの統合が進

む中、いすゞに対するステークホルダーからの期待はますます高まっ

ていると感じます。IXの実現に向けた課題も多いですが、それらを乗

り越えれば、世界で確固たるポジションを築けるだけの大きなポテン

シャルと成長余地があると感じています。社会インフラを支える商用

車事業を手掛け続けてきたゆえに、社会課題の解決に貢献したいと

いう想いは会社として本当に強いと感じています。課題が複雑化する

今だからこそ、いすゞがその解決に貢献できる領域は広がっており、企

業価値はまだまだ向上できると考えています。そのためにも、私は特

にIXの実現に向けて、意思決定のスピードを上げながらも不確実な

経営環境にどう対峙していけるのか、財務的な成果や株価を踏まえな

がら、しっかりと見ていきたいと思います。

阿部　その中の最重要課題は IXに掲げる商用モビリティソリュー

ションカンパニーへの進化だと考えています。いすゞはものづくりでは

すでに世界一流の企業だと思いますが、ものづくりの会社が一朝一夕

にソリューションカンパニーへ進化できるわけではありません。「も

の」から「ソリューション」へ、どう道を切り拓いていくのか、山口さん

をはじめ執行側ともしっかりと議論していきます。

柴田　やはり山口さんに期待するのは、激化する国際的な競争を 

貪欲に勝ち抜いていけるスピードと戦略を持った会社にしていってほ

しいということです。変革を着実に実行し、株主の皆さんをはじめ、多

くのステークホルダーの期待に応え、「いすゞがこの世界に存在してい

て良かった」と思ってもらえる会社を目指さなければなりません。取

締役会も新しいトップと議論を重ね、執行側を強くすることで変革の

実現を後押しし、いすゞの未来をともに創っていきます。
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ISUZU Transformation - Growth to 2030（IX）

コーポレート・ガバナンス

　監督機能強化と意思決定の合理性とスピードを高め、全てのステークホルダーへの説明責任を果たしていきます。

基本的な考え方

　いすゞが企業活動を通じて継続的に収益を上げ、企業価値を高めていくためには、その活動を律する枠組みであるコーポレート・ガバナンス（企業統治）の体制の整備は不可欠であると考えています。また、いすゞを取り巻くあらゆるステーク

ホルダーの立場を尊重し、円滑な関係を構築していくことが、コーポレート・ガバナンスの基本的な目的であると考え、そのために重要情報の適時適切な開示を通して、企業内容の公正性・透明性確保に努めています。

いすゞの経営ステージとガバナンス強化の変遷

収益力強化と環境変化を見据えた基盤強化を進める
中で、コーポレート・ガバナンスの基本的な枠組みを
整備

2017年3月期   業績連動型株式報酬制度の導入

2020年3月期   指名・報酬委員会の設置
  取締役会実効性評価の開始

監査等委員会設置会社への移行などを通じ、監督機能の強化と経営の
透明性・客観性向上を推進

2022年3月期   監査等委員会設置会社への移行 
  独立社外取締役3分の1以上
  スキルマトリックス作成
  機関投資家エンゲージメント開始
   取締役会において経営戦略に係る議題設定

2024年3月期   CEO・COO設置
  初のオフサイト取締役会開催

企業価値向上を軸とした経営の実現に向け、CxO体制整備など執行機能高度化
と取締役会の実効性向上を推進

2025年3月期   業績連動型株式報酬制度のKPIに非財務指標を追加
  指名・報酬委員会委員長を独立社外取締役に変更
  執行レポートラインの整備

2026年3月期   CHROの設置による人財戦略推進体制の明確化

2027年3月期   経営課題解決に向けたCxO体制の強化

客観的視点の導入・
ガバナンスの基盤の整備

中期経営計画（2016年3月期～2024年3月期）

機関設計変更を軸とした
コーポレート・ガバナンス改革

執行と監督の分離の深化

ガバナンス強化の変遷

いすゞの経営ステージの変遷

いすゞの概要 CEOメッセージ いすゞの価値創造ストーリー 中長期戦略
持続的な成長を支える

経営基盤
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コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制

　企業と経営者が全てのステークホルダーからの信任を確保していく上でふさわしいと考えられる企業統治体制と
して、経営に関する意思決定の合理性とスピードをさらに高めるとともに、取締役会における審議の一層の充実と監
督機能の強化を目的として、取締役会における重要な業務執行の決定の相当部分を業務執行取締役に委任できる

「監査等委員会設置会社」を採用しています。
　このコーポレート・ガバナンス体制においては、5名中3名が社外取締役で構成される監査等委員会を設置し、監
査等委員である取締役が取締役会における議決権を有することで、経営の健全性と透明性をより一層向上させるこ
とを目指しています。さらに企業統治に関する任意の機関として、社外取締役が議長を務め、また、社外取締役が過
半数を占める指名・報酬委員会を設置し、役員候補者の指名や経営陣幹部などの選定、役員報酬の決定などに係る
取締役会の機能の独立性・透明性・客観性を強化しています。

意思決定・経営監督機能

機関 取締役会 監査等委員会

議長 取締役会長 片山 正則 社外取締役 監査等委員 阿部 博友

構成 取締役14名（社内8名、社外6名） 取締役監査等委員5名（社内2名、社外3名）

役割・責務
取締役会は、株主からの負託・信任に応え、企業価値を
継続的に高めるため、経営に関わる重要な意思決定お
よび監督を行います。

監査等委員会は、監査等委員会で定めた監査計画に従い、取締役
会の意思決定および取締役の業務執行の監査・監督を行うこととし
ています。

概要

原則として毎月定例取締役会を開催するほか、必要に応
じて臨時取締役会を開催し、必要な事項を審議・決定し
ています。
2026年3月期は14回開催し、中期経営計画およびその
推進等に関して活発な議論を行いました。

監査等委員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集および
重要な社内会議への出席による情報共有ならびに会計監査人およ
び内部監査部門との十分な連携を可能にするため、2名を常勤監査
等委員として選定しています。
なお、監査等委員である取締役5名は全員選定監査等委員です。
また、監査等委員会をサポートするため、監査等委員の職務執行を
補助する専任の組織として、監査等委員会直属の監査等委員会グ
ループを設置しています。監査等委員会補助使用人規則を制定し、
同グループの独立性とスタッフへの指示の実効性を確保しています。
2026年3月期は監査等委員会を15回開催しました。

業務執行機能

主な制度・会議体 執行役員制度 経営会議

議長 — 取締役社長CEO 山口 真宏

構成 執行役員 各CxO（分野別最高責任役員）および各部門EVP等

概要

いすゞ では、監督と業務執行の分離により、監督機関である取締役会の審議の充実、取締役会からの適切な権限委譲を通じ
た迅速な意思決定・執行体制を図っています。

迅速な意思決定・執行体制および担当分野における業
務執行責任者として、執行役員を設置しています。

取締役会からの権限委譲の範囲内で経営・業務執行に関する事項
を決議・審議しています。

指名・報酬委員会
機関 指名・報酬委員会

委員長 社外取締役 柴田 光義

構成 取締役5名（社内2名、社外3名）

概要

いすゞ では、企業統治に関する任意の機関として、役員候補者の指名や経営陣幹部などの選定、役員報酬の決定などに係る
取締役会の機能の独立性・透明性・客観性を強化するため、社外取締役を委員長とする「指名・報酬委員会」を任意に設置し
ています。取締役会のもとで、諮問を受けた内容について審議し答申を行っています。2026年3月期は5回開催し、取締役候
補者の選定および個別具体的な指名・報酬案、サクセッションプラン等について検討しました。

コーポレート・ガバナンス体制図（2026年6月25日現在）

指名・報酬委員会

株主総会

CHRO CRMOCFO CLO CDXOCSO CTO

取締役社長CEO

経営会議

各部門・関連会社

従業員

サステナビリティ委員会

輸出管理委員会

品証・CS委員会

リスク管理確認会議

品質・コンプライアンス推進会議

情報セキュリティ統括会議

指示・
報告 監査・

報告

内部監査

指
示
・
報
告

指
示
・
報
告

報告報告

報告報告 報告

報告提案・報告

報告

報告

報告

報告

権限委任

目安箱 
（ヘルプライン） 通報

監査部

会計監査人取締役
（監査等委員を除く） 監査等委員である取締役

連携・ 
報告 連携

会計監査

連携取締役会 監査等委員会
諮問・答申 監査

権限委任・監督

報告・意見陳述 選解任選解任 選解任

コンプライアンス委員会

監査等委員会グループ
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コーポレート・ガバナンス

 取締役

指  ：指名・報酬委員　 独  ：独立役員役員一覧（2026年6月25日現在）

取締役会長 
取締役会議長

片山 正則
指

代表取締役 
取締役社長CEO

山口 真宏
指

取締役副社長

髙橋 信一

CHRO

取締役 
専務執行役員

藤森 俊

CTO
商品技術戦略部門EVP

社外取締役 
（独立役員） 
指名・報酬委員会 
委員長

柴田 光義
指 独

社外取締役 
（独立役員）

宮井 真千子
指 独

取締役 
常務執行役員

山北 文也

CFO 
コーポレート部門SVP 
コーポレート部門VP

取締役 
常務執行役員

村上 昇

CSO 
CDXO 
コーポレート部門EVP

1978年 4月　当社 入社
2007年 6月　当社 取締役
2014年 4月　当社 取締役副社長
2015年 6月　当社 代表取締役 取締役社長
2023年 4月　当社 代表取締役 取締役会長CEO
2024年 1月　一般社団法人 日本自動車工業会 会長
2026年 4月　当社 取締役会長（現任）

1984年 4月　当社 入社
2018年10月　当社 執行役員
2020年 4月　当社 常務執行役員
2021年 6月　当社 取締役
2023年 4月　当社 取締役 商品技術戦略部門EVP
2026年 4月　当社 取締役 CTO、商品技術戦略部門EVP（現任）

1986年 4月　当社 入社
2019年 4月　当社 執行役員
2021年 4月　当社 常務執行役員
2022年 6月　当社 取締役
2023年 4月　当社 取締役 グループCFO
2024年 4月　当社 取締役 CSO、グループCFO
2026年 4月　当社 代表取締役 取締役社長CEO（現任）

1977年 4月　古河電気工業株式会社 入社
2012年 4月　同社 代表取締役社長
2017年 4月　同社 取締役会長
2018年 6月　 東武鉄道株式会社 社外取締役 

当社 社外取締役（現任）
2018年 7月　朝日生命保険相互会社 社外監査役（現任）
2023年 6月　古河電気工業株式会社 特別顧問（現任）

1995年 4月　当社 入社
2018年 4月　いすゞノースアメリカコーポレーション 取締役社長、CEO
2020年 4月　当社 海外営業第三部長
2022年 5月　いすゞフィリピンコーポレーション 社長
2023年 1月　いすゞノースアメリカコーポレーション 取締役社長、CEO
2025年 4月　 当社 執行役員 SVP 

いすゞノースアメリカコーポレーション 取締役会長、CEO
2026年 4月　当社 常務執行役員 CSO、CDXO、コーポレート部門EVP
2026年 6月　当社 取締役 CSO、CDXO、コーポレート部門EVP（現任）

1980年 4月　当社 入社
2017年 6月　当社 取締役
2021年 4月　当社 取締役副社長
2024年 4月　当社 取締役副社長 CMzO（Chief Monozukuri Officer）
2026年 4月　当社 取締役副社長 CHRO（現任）

1996年 4月　当社 入社
2022年 4月　 当社 経営企画部、経理部、財務管理部執行担当 兼  

経営企画部長
2023年 4月　当社 企画・財務部門VP
2025年 4月　当社 執行役員 CFO、企画・財務部門VP
2026年 4月　当社 常務執行役員 CFO、コーポレート部門SVP
2026年 6月　 当社 取締役 CFO、コーポレート部門SVP、 

コーポレート部門VP（現任）

1983年 4月　 松下電器産業株式会社 
（現 パナソニックホールディングス株式会社）入社

2012年 4月　同社 役員 R&D本部 未来生活研究担当
2014年 6月　森永製菓株式会社 社外取締役
2014年12月　加藤産業株式会社 社外取締役
2015年 5月　株式会社吉野家ホールディングス 社外取締役
2018年 6月　森永製菓株式会社 取締役常務執行役員
2019年 2月　NPO法人 サステナビリティ日本フォーラム 会長（現任）
2022年 6月　積水化学工業株式会社 社外取締役（現任）
2024年 6月　当社 社外取締役（現任）
2024年 9月　お茶の水女子大学 常勤監事（現任）

いすゞの概要 CEOメッセージ いすゞの価値創造ストーリー 中長期戦略
持続的な成長を支える
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役員一覧（2026年6月25日現在）

コーポレート・ガバナンス

 取締役監査等委員

 取締役監査等委員

指  ：指名・報酬委員　 独  ：独立役員

社外取締役 
（独立役員） 
監査等委員会 
委員長

阿部 博友
指 独

取締役  
常勤監査等委員

渡邉 正夫

取締役 
常勤監査等委員

川浪 正人

社外取締役 
（独立役員） 
監査等委員

桜木 君枝
独

社外取締役 
（独立役員） 
監査等委員

細井 友美子
独

1980年 4月　三井物産株式会社 入社
2002年10月　欧州三井物産株式会社 ロンドン法務課
2005年 5月　 三井物産株式会社 欧州・アフリカ・中東本部 

General Counsel & Chief Compliance Officer
2009年 4月　明治学院大学 法学部 教授
2019年 6月　カシオ計算機株式会社 社外取締役 監査等委員（現任）
2021年 4月　 一橋大学 大学院 法学研究科 名誉教授（現任） 

名古屋商科大学 大学院 ビジネススクール 教授（現任）
2022年 3月　 株式会社アウトソーシング 

（現 株式会社BREXA Holdings）社外取締役
2025年 6月　当社 社外取締役、監査等委員（現任）

1981年 3月　株式会社福武書店（現 株式会社ベネッセホールディングス）入社
1995年 4月　同社 出版部門 書籍事業部長
1998年11月　同社 企業倫理・コンプライアンス室長
2003年 6月　同社 常勤監査役
2007年 4月　会津大学大学院 特任教授（現任）
2019年 6月　東洋紡株式会社 社外取締役
2021年 6月　 株式会社熊谷組 社外取締役 

当社 社外取締役、監査等委員（現任）

1993年10月　朝日監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）入所
1997年 4月　日本公認会計士登録
2010年 7月　有限責任あずさ監査法人 パートナー
2025年 6月　当社 社外取締役、監査等委員（現任）
2026年 3月　株式会社キッツ 社外取締役（現任）

1983年 4月　当社 入社
2008年 4月　当社 総務人事部 部長
2013年 4月　泰国いすゞ自動車株式会社 取締役副社長
2019年 4月　当社 監査部 執行担当
2023年 6月　当社 取締役、常勤監査等委員（現任）

1983年 4月　当社 入社
2006年 1月　台湾五十鈴汽車工業股份有限公司 副董事長
2008年 4月　当社 海外営業第七部 部長
2015年 4月　当社 営業第一部門 統括補佐
2017年 4月　当社 監査部 執行担当
2019年 4月　いすゞ自動車東北株式会社 代表取締役社長
2024年 4月　同社 代表取締役会長
2025年 6月　当社 取締役、常勤監査等委員（現任）

社外取締役（独立役員）比率女性取締役比率

役員構成（2026年6月25日現在）

21.43% 42.86%

 監査等委員

社内 2名

社外 3名

 取締役（監査等委員含む）

社内 8名

社外 6名

：男性　 ：女性

社外取締役 
（独立役員）

中野 哲也
独

1986年 4月　味の素株式会社 入社
2002年 7月　インドネシア味の素株式会社 財務担当取締役
2012年 7月　タイ味の素株式会社 コーポレート担当常務取締役
2015年 6月　フィリピン味の素株式会社 代表取締役社長
2017年 6月　味の素株式会社 執行役員 財務・経理部長
2019年 6月　同社 常務執行役員（財務部門管掌）
2021年 6月　同社 執行役常務 財務・IR担当
2023年 4月　同社 アドバイザー
2024年 6月　当社 社外取締役（現任）
2025年 6月　株式会社京三製作所 社外取締役（現任）

 取締役
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コーポレート・ガバナンス

取締役会のスキルマトリックス（2026年6月25日現在）

氏名 在任期間 独立社外

出席状況 
（2025年4月1日～2026年3月31日）

企業経営 財務会計 グローバル
経験

法務・ 
リスク 

マネジメント

ESG・ 
サステナ 
ビリティ

営業・商品・
マーケティング・ 
アフターサービス

製造・技術・ 
研究開発

IT・デジタル・
DX

取締役会 監査等 
委員会

指名・報酬 
委員会

片山 正則 19年 14／14回
（100%） — 5／5回

（100%） ● ● ● ● ●

山口 真宏 4年 14／14回
（100%） — — ● ● ● ●

髙橋 信一 9年 14／14回
（100%） — 5／5回

（100%） ● ● ● ●

藤森 俊 5年 14／14回
（100%） — — ● ● ●

村上 昇 2026年6月
就任 — — — ● ● ● ● ●

山北 文也 2026年6月
就任 — — — ●

柴田 光義 8年 ● 14／14回
（100%） — 5／5回

（100%） ● ● ● ● ●

宮井 真千子 2年 ● 14／14回
（100%） — 5／5回

（100%） ● ● ● ● ●

中野 哲也 2年 ● 14／14回
（100%） — — ● ● ● ● ●

阿部 博友 1年 ● 10／10回
（100%）※

11／11回
（100%）※

3／3回
（100%）※ ● ●

渡邉 正夫 3年 14／14回
（100%）

15／15回
（100%） — ● ●

川浪 正人 1年 10／10回
（100%）※

11／11回
（100%）※

— ● ● ● ●

桜木 君枝 5年 ● 14／14回
（100%）

15／15回
（100%） — ● ● ●

細井 友美子 1年 ● 10／10回
（100%）※

11／11回
（100%）※

— ● ● ●

注 上記一覧は、各氏の有する全ての知見・経験を表すものではありません。　※ 2025年6月26日の就任以降

スキル項目の選定理由

　当社のスキルマトリックスは、中期経営計画「ISUZU Transformation 
- Growth to 2030（IX）」において掲げた各課題の解決のために当社

の取締役が持つべき知見・経験より構成されており、各スキル項目

と各課題の関連性は以下のとおりです。

「企業経営」「グローバル経験」「製造・技術・研
究開発」「営業・商品・マーケティング・アフター
サービス」

適切に経営・事業を 
リードするための 

知見・経験

「営業・商品・マーケティング・アフターサービス」
「製造・技術・研究開発」「財務会計」「法務・リス
クマネジメント」

適正な経営基盤を 
確立・維持するための 

知見・経験

「IT・デジタル・DX」 
「製造・技術・研究開発」

先進技術を活用した 
新たな経営を実現 

するための知見・経験

「ESG・サステナビリティ」「財務会計」「法務・リ
スクマネジメント」「IT・デジタル・DX」「製造・
技術・研究開発」

ステークホルダーの 
多様化・グローバル化に 
適応できる知見・経験

「運ぶ」を創造する新事業への挑戦
• 新たな「運ぶ」を支えるソリューションを提供する事業を創出
• イノベーション投資による社内・協創環境の整備

「運ぶ」を支える既存事業の強化
• 商品・サービスの充実
• 盤石な供給体制

ISUZU IDを基軸とした経営基盤の確立
• DX活用を含めた構造改革による収益基盤の確立
• グローバル視点でのグループ経営
• 人的資本経営
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コーポレート・ガバナンス

1.  当社の持続的成長と企業価値の向上に資するものであり、株主との価値共有を図るものであること
2.  経済環境や市場動向、他社水準を考慮の上、優秀な人材を確保・維持するのに必要かつ適切な報酬水準であること
3. 会社および各人の業績を反映の上、職責・役位に応じた報酬金額であること
4. 報酬の決定プロセスが客観性・公平性・透明性の高いものであること
5.  役員報酬制度と支給水準は、中期経営計画の更新に合わせ、経済環境、他社の水準や制度、当社での制度の運用状況等を踏まえ、定期

的に見直しを検討すること

基本方針

　当社は取締役および執行役員の報酬に関する基本方針を、以下のとおり定めています。

取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の報酬

　取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の報酬は基本報酬、単年度の連結業績の目標達成度
合いに連動した賞与および持続的な企業価値向上を目指して掲げた経営指標の中期経営計画期間における達成度
合いに連動した業績連動型株式報酬制度に基づく報酬により構成しています。
　また、役員ごとの個人業績の評価や賞与および業績連動型株式報酬制度の決定方法等については、独立社外取締
役が過半数を占める任意の「指名・報酬委員会」への諮問・答申の手続きを設けており、ここでCEOが説明責任を
果たすことで、役員報酬の客観性・公平性を確保しています。

社外取締役の報酬

　社外取締役の報酬は、その役割と独立性の観点から、基本報酬のみとしており、それぞれ固定額のみ支給し、業績
評価等による変動はありません。

監査等委員である取締役の報酬

　監査等委員である取締役の報酬額は、その役割と独立性の観点から基本報酬のみとしており、取締役の員数、経
済環境、市場動向、他社水準等も考慮し、株主総会で承認された限度額の範囲内で、監査等委員である取締役の協
議により決定します。

報酬および非金銭報酬の内容
基本報酬 •  役位ごとにあらかじめ定められた報酬基準額と個人業績評価により決定

業績連動 
報酬

賞与

•  連結売上収益、連結営業利益および親会社の所有者に帰属する当期利益の目標達成度合に連動
•  各業績指標の単年度実績と目標との比較において達成度をあらわす業績連動係数を0～200%の間で定め、これに賞与の役
位別基準額である基本報酬および構成割合（社長CEO：0.70、社長CEOを除く上位役位：0.50、前述の役員以外：0.40）を
乗じて決定

株式報酬

•  対象期間（2024年6月26日～2027年3月31日）の目標達成度に連動
•  連結売上収益、連結営業利益、親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）およびGHG排出削減※1等の目標値に対する達成
度を30%：30%：30%：10%で加重平均し、株主価値の成長度等※2に係る係数を乗じて、0～240.0%の間の業績連動係数
を算定し、これに基本報酬のもととなる役位別基準額および構成割合（社長CEO：0.70、社長CEOを除く上位役位：0.50、前
述の役員以外：0.30）のほか、前提株価※3を用いて付与するポイントを決定

•  マルス・クローバック条項※4を設定
※1 2027年3月期のGHG削減目標：12%削減（2014年3月期比）
※2 対象期間における当社株主総利回り（TSR）とTOPIX（配当込み）の成長率との比較結果に基づき評価
※3  対象期間の開始日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）の東京証券取引所における当社株式の普通取引の

終値の平均値（小数点以下の端数は切り捨て）
※4  業績連動型株式報酬制度の対象者に重大な不正・違反行為が発生した場合には、当該対象者に対して、当該制度に基づ

く当社株式等の交付等を受ける権利の喪失もしくは没収、または交付した当社株式等相当の金銭の返却を請求できる制度

取締役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の額（百万円）
対象となる
役員の員数

（人）基本報酬
業績連動報酬

賞与
業績連動型
株式報酬等

取締役
（うち社外取締役）

769
（59）

405
（59）

189
（—）

173
（—）

9
（3）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

119
（50）

119
（50）

—
（—）

—
（—）

8
（5）

注  2025年6月26日開催の第123回定時株主総会終結の時をもって退任した社内取締役2名および社外取締役2名を含んでいます。   
表示単位未満は切り捨てて表示しています。

構成比の決定方針（業績目標100%達成時）

社長CEO

社長CEOを除く上位役位

上記以外の役員

 基本報酬　  賞与　  株式報酬

29.17%29.17%41.67%

25.00%25.00%50.00%

17.65%58.82% 23.53%

 詳細については、2026年3月期 有価証券報告書をご参照ください。

役員報酬
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コーポレート・ガバナンス

取締役会の実効性評価

　いすゞは、取締役会の機能向上を図るため、毎年、取締役会の実効性について、分析・評価を実施しています。2026
年3月期の分析・ 評価の概要は以下のとおりです。

1  2026年3月期の分析・評価のプロセス
　いすゞは、取締役会運営の改善状況および今後の課題の抽出に焦点を当てて評価を実施しました。
　各回の取締役会終了後に振り返りを行うとともに、全ての取締役を対象として、年1回、記名アンケートおよび第三
者機関によるインタビューを実施し、その結果を踏まえ、分析を行いました。また、分析結果から抽出された課題に
対する対応策を整理し、2026年3月の取締役会において報告の上、その評価と今後の取り組みを確認しました。

2  評価結果の概要（強み）
　いすゞの取締役会は、次の2点を強みとして評価し、確認しました。
（1）  年間計画の作成、事前説明の充実等により、取締役会運営面で着実な改善がみられたこと。
（2）  各回の取締役会終了後の振り返り等を通じて、取締役会運営の改善サイクルが定着しつつあること。

3  評価結果の概要（課題）
　いすゞの取締役会は、実効性のさらなる向上に向け、次の2点を課題として確認しました。
（1）  経営課題の設定・議題化  

継続的に取り扱うべき経営課題について、取締役会の議題として計画的に設定し、継続的に確認・議論していく
必要があること。

（2）  各議題の議論ポイントの明確化  
各議題について、取締役会として何を議論し、何を確認すべきかを、より明確にしていく必要があること。

4  2025年3月期の主な課題および2026年3月期の取り組み状況

2025年3月期の主な課題 2026年3月期における取り組み状況 

（1）  取締役会で取り扱うべき 
テーマの範囲の明確化

•  2025年3月期の課題認識を踏まえ、2026年3月期は、経営課題について重点項目との
関係およびCxOごとの所管を整理し、議題の全体像の可視化を進めました。また、年間計
画の作成、議題マップの整理等を通じて、取締役会で取り扱うべきテーマの整理を進めま
した。

•  その結果、取締役会運営面での改善はみられたものの、経営課題の設定・議題化はなお
十分ではないことを確認しました。今後は、経営課題を継続的に確認・議論していく仕組
みを整備し、取締役会における監督機能のさらなる向上を図っていきます。

（2）  取締役会審議のために 
必要な情報提供の充実

•  2025年3月期の課題認識を踏まえ、2026年3月期は、社外取締役への資料提供や事前
説明の充実を進めました。また、各回の取締役会終了後の振り返りを通じて、説明や情
報提供に関する改善点を継続的に確認しました。

•  今後も、取締役会審議に必要な情報提供の充実に取り組み、各議題において取締役会と
して何を議論し、何を確認すべきかがより明確になるよう、改善を進めていきます。

政策保有株式に関する考え方

　いすゞは、長期取引を前提に取引先企業の株式を保有する
ことは、安定的な関係構築の有効な手段であり、中長期的な
企業価値の向上につながるものと考えています。なお、取引
先企業の株式保有の合理性を確認するため、年に1回、取締
役会において、個別銘柄ごとに保有に伴う便益が資本コスト
に見合っているかなどの定量的な評価と、保有意義といった
定性的な評価の両面で検証を行っています。その結果、保有
合理性が低下したと判断した株式については、速やかに縮減
を行っていきます。
　なお、2026年3月期は7銘柄、約14,624百万円の売却を
行い銘柄数の縮減を継続する一方、保有継続銘柄の株価上
昇により貸借対照表計上額は増加しました。

48

50
57

143,503

181,778

126,307
146,255

40

156,371

35

2026202420232022 2025

政策保有株式（非上場株式以外の株式）の  
縮減状況

 貸借対照表計上額の合計金額（百万円）
 保有銘柄数

 （3月末）
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コーポレート・ガバナンス

取締役の選解任基準

　取締役候補者には、経営に関する深い知識や経験を有し、いすゞの事業や自動車産業についての十分な知識と、そ
れらの知識と経験に基づいて適切に判断し、適切な発言ができる、高い見識・力量を備える人物を社内から指名し
取締役会で審議します。同時に、社外からも企業経営などに関する豊富な経験・幅広い見識を有し、当社が定める独
立性基準を満たし、外部視点から積極的に提言できる人材を取締役に複数選任することで、取締役会の審議と意思
決定における多様性の向上、チェック・助言などの監督機能の強化を図っています。
　監査等委員である取締役候補者は、財務・会計または法務等の専門分野や企業経営に関わる知識と経験を有し、
外部視点から積極的に提言できる人材とし、また、専門分野等について偏りがなく、一定の多様性が確保された構成
となるよう、監査等委員会の同意を得た上で取締役会において審議します。
　取締役・執行役員の選解任ならびに取締役候補者の指名にあたっては、手続きの客観性と透明性をより一層高め
るため、指名・報酬委員会の答申を得ることとしています。
　なお、取締役社長の職務に関し、業務上の違法行為、故意・過失による重大な損害その他業務継続が困難と認め
られる事由等が認められる場合には、解職の要否について、指名・報酬委員会の提言を踏まえ、取締役会に議案を
上程します。

社外取締役の独立性判断基準

　当社の社外取締役の独立性を判断する基準は、東京証券取引所が定める独立性基準に準拠しており、当社の主要
な取引先の業務執行者や当社を主要な取引先とする者またはその業務執行者のほか、当社から役員報酬以外に多額
の金銭等を得ているコンサルタント、会計専門家または法律家等は、原則として独立性のないものと判断します。
　なお、このうち「主要な」取引先とは当社との取引高が取引先または当社のいずれかの前連結会計年度における
連結売上収益の2%以上となる取引先であり、また「多額」の基準は年間1千万円（団体の場合は当該団体の前事業
年度における年間総収入の2%）以上です。

社外取締役のサポート体制

　当社は、取締役会において社外取締役が積極的に意見を述べ、審議が充実するよう、取締役会の議案について事
前説明を実施するとともに、経営の監督に必要な情報を提供できるよう、資料の充実に継続的に取り組んでいます。

内部統制システム

　いすゞでは、法令および定款の遵守や、リスク管理の徹底、経営の効率性の確保、財務報告の信頼性の確保の観
点より、グループ全体で業務の適正を確保するための体制を整備しています。
　なお、いすゞグループが属する自動車業界における型式認証不正等の深刻な法令違反の発生を受け、事業運営上
決して犯してはならない法令違反の発生を未然に防止し、撲滅することを経営の最重要課題と位置づけ、取締役をは
じめとする経営陣が率先垂範して課題解決に臨むことを改めて明確化するために、内部統制システムの基本方針を
見直し、業務の適正を確保するための体制整備について2026年5月取締役会において改訂を決議し、これに基づき
業務の適正を確保するための体制を整備・維持しています。

 詳細については、コーポレート・ガバナンスに関する報告書をご参照ください。
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基本的な考え方

　いすゞは、コンプライアンス、すなわち法令遵守にとどまらない高い倫理観を持って、全役員・従業員が行動することが必要

不可欠であると認識しています。特に、法令遵守の徹底を経営の最重要課題と位置づけ、2026年5月より、従来の「コンプラ

イアンスに関する基本的な取り組み方針」を刷新し、ISUZU IDのCORE VALUE（コア・バリュー）＝相互成長をマインドとし

て堅持し、MISSION／VISION／「地球の『運ぶ』を創造する」を達成していく上で、良識と公正さの観点からどう行動すべき

か、を示すための指針として、「いすゞ行動規範」を策定しました。本行動規範は、事業活動に関する法律の遵守から、一企業市

民として求められる倫理的行動の実践まで、広く5つの分野を網羅しています。

　本行動規範は、いすゞ自動車だけでなく、国内外のグループ会社を含めたいすゞグループに所属するすべての役員・従業員

に適用します。各拠点に応じた方法で教育、浸透を図り、いすゞグループ全体でのISUZU ID実現を目指す上での指針とします。

コンプライアンス推進体制

　取締役社長CEOを委員長、重要法令を所管する各部門長をメンバー、監査等委員および監査部をオブザーバーとするコン

プライアンス委員会を設置しています。本委員会では、コンプライアンス方針・計画・KPIおよびその実行状況について審議

し、当社およびグループのコンプライアンス推進の方向性を決定しています。また、各相談窓口にて受け付けた通報・相談の

内容についても報告され、解決に向けた対応状況の監督などを行っています。

　いすゞでは、毎月、各部門のコンプライアンス推進委員を構成メンバーとして、品質・コンプライアンス推進会議を開催して

います。本会議では、各部門間の情報交換や活動状況の報告などを通じて、コンプライアンス・リスクの予防に取り組んでい

ます。また、グループ全体においてもコンプライアンス・リスクの予防体制を整備しています。国内では、グループ企業各社が

参加する各種コンプライアンス推進会議を定期的に開催し、情報共有と活動の推進を図っています。海外拠点では、各グルー

プ企業の窓口と定期的に情報共有などを行い、コンプライアンス・リスクの予防に努めています。特に、海外の主要拠点であ

るタイにおいては、タイ国内グループ企業合同のコンプライアンス推進会議を定期的に開催し、情報共有および活動を推進

しています。

　なお、重大な事案が発生した場合には、グループ企業管理規程に基づき、当該企業より速やかに報告を受けるとともに、連

携して対応に当たります。

従業員相談窓口の設置

　いすゞは、コンプライアンス違反や不正行為、ハラスメント等に関する通報・相談窓口として、社内窓口に加え、外部の弁護

士事務所に独立性を担保した社外窓口を設置しています。これらの窓口では、公平かつ中立的な立場で情報を受け付けるとと

もに、明確な法令違反や社内規程違反に限らず、疑わしいと思われる内容の相談も受け付けています。

　社内外の各窓口では、公益通報者保護法に基づき、情報提供者の氏名や通報内容などを秘匿情報として適切に管理し、不

利益な取り扱いを受けることがないよう保護を徹底しています。

　これらの窓口の周知に向けて、社内窓口および社外窓口の連絡先を記載した「コンプライアンス・ガイドブック」や「コンプラ

イアンス相談窓口カード」の配布、ポスター掲示などにより、定期的な周知活動を実施しています。

　2026年3月期に社内窓口および社外窓口で受け付けた通報・相談件数は76件でした。

　なお、グループ各社においても社内外に通報窓口を設置し、通報内容に対して適切に対応する体制を整備することで、コンプ

ライアンスおよびガバナンスの強化に努めています。

コンプライアンス・アンケートの実施（国内）

　コンプライアンス意識の浸透確認と、コンプライアンス・リスクの洗い出しを目的として、コンプライアンス・アンケートを

定期的に実施しています。本アンケートは、職場の風土や重要法令テーマの理解度などに関する設問で構成され、コンプライ

アンス・リスクの抽出に有効な設計となっています。アンケート結果は、グループ企業各社のマネジメント層とコンプライアン

ス責任者にフィードバックされ、各社の活動に活用されています。  

海外グループ企業の取り組み  

　主要な海外拠点であるタイでは、コンプライアンス活動計画に基づいて活動を推進しています。具体的には、階層別研修や

eラーニングの実施、ポスター掲示による飲酒運転撲滅の啓発などを行い、コンプライアンス意識の醸成に取り組んでいます。

なお、いすゞは、タイ国内グループ企業合同によるコンプライアンス推進会議を定期的に開催し、進捗状況の確認や助言を行

うなど、コンプライアンス活動の推進を支援しています。  

 具体的な取り組み内容については、サステナビリティWebサイト「コンプライアンス」ページをご参照ください。

コンプライアンス

いすゞの概要 CEOメッセージ いすゞの価値創造ストーリー 中長期戦略
持続的な成長を支える

経営基盤
ガバナンス 財務・非財務パフォーマンス 69いすゞ自動車株式会社  統合報告書  2026

https://www.isuzu-global.com/company/sustainability/governance/compliance.html


リスクマネジメント

　いすゞグループは2026年4月、事業を取り巻く多様なリスクを全社レ

ベルで一元的に把握・分析し、予防的な対応力を高めることを目的とし

て、リスク統括部門を新設しました。私はCRMOとして、リスクマネジ

メントを経営の意思決定と日々の業務運営の双方を支える仕組みとして

定着させることを使命としています。リスク情報を全社横断で可視化し

経営チームの議論につなげるとともに、各部門・グループ会社が自律的

に行うリスク対応を支援・モニタリングし、グループ全体の対応力向上

を図っています。

　いすゞグループは、IXの実現に向けて、商用モビリティソリューション

カンパニーへの進化や、「運ぶ」を創造する事業モデル変革に取り組ん

でいますが、これを前に進めるには、経営チームが適切にリスクテイクし

ながら、迅速かつ質の高い意思決定を行うことが欠かせません。リスク

統括部門の役割は、挑戦を制約することではなく、不確実性を可視化し、

判断の前提を整え、挑戦を持続的な成長につなげる土台をつくることに

あります。

　そのために、私たちは「全社視点」と「現場起点」の両面からリスクマ

ネジメントを運営しています。経営上の重要性が高いリスクについては、

全社横断的な視点で動向を把握し、優先順位を明確にした上で対応方

針を検討します。一方で、日々の事業運営に根ざしたオペレーショナルリ

スクは、最前線で事業を担う各部門・グループ会社が最も早く変化を察

知し、実効性ある打ち手を講じることができます。リスク統括部門は第2
線として、共通の考え方や評価軸を示し、情報共有、助言、モニタリング

を通じて第1線を支えることで、現場の実態に即したリスク管理と、経営

目線での全体最適を両立させていきます。

　また、リスクマネジメントを形式的な手続きにとどめず、日常業務や意

思決定プロセスに自然に組み込まれた状態を目指しています。インシ

デントが発生した場合には、迅速かつ的確な初動対応を行い、影響を評

価し、事実を整理した上で、真因分析、再発防止、業務改善へとつなげ

ます。個々の事象への対応にとどまらず、そこから得られた気づきをグ

ループ内で共有し、類似リスクへの備えを強化することが、組織全体の

レジリエンスを高めると考えています。

　不確実性の高い時代だからこそ、リスクへの対応力そのものが企業と

しての競争力になります。CRMOとして、「リスクに気づき、声をあげ、行

動する」風土を育み、各部門・グループ会社の自律的な取り組みを後押

ししながら、全社として学び続けるリスクマネジメントを実践し、挑戦に

向けた意思決定の質を高めることで、いすゞグループの持続的な成長と

企業価値の向上に貢献してまいります。

常務執行役員
CRMO

浅原 健一

   2  「CRMOインタビュー」によるリスク抽出

   3  前期残存リスクの評価

   4  社内や他社で発生したリスクの顕在化事象

   5  外部環境等の変化

注  P.71の「事業等のリスク」はグループ重点リスクをベースに取りまとめていますので併せて
ご参照ください。

  
 1

  当社各部門およびグループ企業からのリスクアセスメントによる 
リスク抽出

リスクマネジメント・プロセス
　いすゞグループでは、事業ないし経営に影響のあるリスクを網羅的

に特定、定量的・定性的に評価し、リスク低減に向けた具体的な予防

的取り組みの計画を策定の上、実行・モニタリングを推進しています。

また、持続可能な成長と企業価値の最大化のため、全従業員がリスク

マネジメント活動を自分ごとと捉えて行動することが肝要であると考

え、リスクカルチャーの醸成も継続的に推進しています。

グループ重点リスク
　いすゞ グループでは、当社各部門およびグループ企業単位で特に重要

度の高いリスクについて優先的に予防的取り組みを行うほか、グループ

全体の視点で事業ないし経営に影響を及ぼし得るリスクを「グループ重

点リスク」として設定し、組織横断的に予防的取り組みを行っています。

　グループ重点リスクの選定にあたっては、以下の5つの観点から抜

け漏れのないリスクの抽出を行っています。

CRMO MESSAGE
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リスクマネジメント

リスクガバナンス体制
　グループ全体のリスクマネジメント活動の責任分担および実効性を

向上させるために、グループ全体での三線防御体制を前提としたリスク

ガバナンス体制を構築しています。いすゞの各部門および各部門が所管

するグループ企業を第一線、CRMOの指揮監督のもとリスクマネジメン

ト部を第二線、さらに監査部を第三線と位置づけ、各防御層が相互に連

携しながらリスクマネジメント活動を行っています。

　また、リスクマネジメント活動の実効性を担保するため、「リスク管理

確認会議」を毎月開催し、グループ重点リスク項目を中心に各部門およ

びグループ企業の予防的取り組みおよびインシデント管理の対応状況

を確認するとともに、その内容を経営へ報告しています。

1. 世界経済・金融市場・自動車市場に起因するリスク

（1） 主要市場の経済状況・総需要の変動

（2） 自動車市場における競争

（3） 地政学リスクの発生

（4） 為替および金利の変動

（5） 原材料等価格の変動

2. 事業に関するリスク

（6） 新しい技術革新やビジネスモデル変化などへの対応

（7） 研究開発の失敗や遅延

（8） 合弁事業をはじめとするアライアンス先との提携目的の未達

（9） 販売・供給における大口顧客への依存

（10） 資材、部品等の調達の不足や遅延

（11） 製品の欠陥

（12） 人権の侵害

（13） 優秀な人財の確保・定着の困難

（14） 労働災害の発生

（15） コンプライアンス違反

（16） 情報セキュリティへの対応不足

（17） 知的財産の保護の不足や侵害・被侵害

（18） 気候変動に関する社会的要請への対応遅れ

（19） 災害等の発生

 各項の内容は、2026年3月期 有価証券報告書を併せてご参照ください。

事業等のリスク
　いすゞグループの事業展開上のリスク要因として、有価証券報告書

に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなもの

があります。

　なお、文中における将来に関する事項は2026年6月23日現在にお

いて、いすゞグループが判断したものです。

リスクマネジメント体制図

監査等委員会

各部門・グループ企業

取締役社長CEO

リスク管理確認会議

第1線

第2線 第3線

取締役会

経営会議

リスクマネジメント部

CRMO
監査部

報告

報告

監督

監督

連携

モニタリング

連
携
・
報
告

報告

報告

指示／報告

指示／報告
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リスクマネジメント

情報セキュリティ
　いすゞグループでは、情報セキュリティを、事業活動の基盤となる情

報資産を保護し、競争力、事業継続およびステークホルダーからの信

頼を支える重要な経営課題の一つに位置づけています。個人情報、顧

客情報、取引先情報、製品開発情報、設計データ等の情報資産を適切

に管理・保護するとともに、サイバー攻撃等の高度化・多様化を踏ま

え、サイバーセキュリティ・レジリエンスの向上に取り組んでいきます。

マネジメント体制   
　いすゞグループでは、「グループ情報セキュリティ方針」のもと、グループ

横断的な情報セキュリティ管理体制を構築するとともに、運用プロセスを含

めた各種規程類の整備、運用を行っています。

各部門 グループ企業

サイバーセキュリティ

　CRMOをいすゞグループ全体の情報セキュリティ管理の責任者とし、 
いすゞ各部門に情報セキュリティ管理責任者、管理担当者を配置、各部門

が管轄するグループ企業を含めた情報セキュリティに関する各種施策を実

行しています。

　また、CRMOが主催する情報セキュリティ統括会議を定期的に開催し、

年度活動計画の策定、各部門およびグループ企業の活動状況のモニタリン

グ、必要に応じた対応策の指示などを行っています。さらに、これらの活動

については、経営会議や取締役会へ定期的に報告し、経営層による監督・

確認のもと、継続的な改善を図っています。

サイバーセキュリティ・レジリエンス体制の整備・運用   
　近年、自動車業界では車両のコネクテッド化や自動運転技術、ソフトウェ

ア活用、工場・物流・販売領域におけるDXの進展により、サイバーセキュ

リティの重要性が一層高まっています。こうした環境認識を踏まえ、

J-Auto-ISAC※への参加を通じて、業界内で検知された脅威情報やインシ

デント情報を把握し、経済産業省が定める「サイバーセキュリティ経営ガイ

ドライン」、ISO21434、ISO27001、NIST SP800-171および「国連欧州

経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）」にて採択された国際

法規UN-R155/156などの国際規格に準拠することで、製品、工場、ITシス

テムおよびサプライチェーンにおけるサイバーセキュリティの強化を進めて

います。

　また、サイバー攻撃の発生を完全に防ぐことは困難であるとの認識のも

と、「防御」に加え「検知・対応・復旧」を含めたサイバーレジリエンスの強

化にも取り組んでいます。情報セキュリティに関するインシデントが発生し

た場合には、CRMOの指揮のもと、各セキュリティ所管部門および各部門・

グループ企業が連携して迅速な初動対応を実施し、被害の拡大防止と早期

復旧に努めています。

　さらに、インシデント発生後は原因分析を行い、再発防止策の策定・実

行およびモニタリングを通じて、組織全体の対応力の強化を図っています。

重大なインシデントについては、経営会議や取締役会に報告し、対応状況

および再発防止策の妥当性について確認を受ける体制としています。
 
※  J-Auto-ISAC：一般社団法人 Japan Automotive ISAC。日本の自動車サイバーセキュリ

ティ組織

危機対応
　いすゞグループでは、顕在化したリスク事象を網羅的かつ迅速に把

握し、有効な初動対応を実行するための体制を構築しています。また、

当該リスクがいすゞグループの事業ないし経営に影響を与えるおそれ

がある場合、速やかに経営へエスカレーションするとともに、経営によ

る対応方針の意思決定を行っています。そして、CRMOの指揮監督の

もと危機対応チームを組成し各種対応策を実行することにより、当該

リスクの最小化を図っています。

　さらに、実際に顕在化したリスク事象の真因分析を行い対応策の有

効性を確認することにより、「リスクマネジメント・プロセス」と「危機

管理プロセス」を有機的に連動させることで、いすゞグループにおける

リスクマネジメントの全体最適化を図っています。

安全安心な自動車／サービスの提供：

• 自動運転車両

• コネクテッド

製品

インターネットを介して情報とつなが
る工場のセキュリティ強化

工場

• サイバー攻撃対策

• 不正アクセス／情報漏えい対策

ITシステム

サプライチェーン全体のセキュリティ
強化

サプライチェーン
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